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規 則
奈良市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利
用者負担等に関する条例施行規則の一部を改正する規則を
ここに公布する。
平成30年８月31日

奈良市長 仲 川 元 庸
奈良市規則第38号

奈良市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業
の利用者負担等に関する条例施行規則の一部を改正
する規則

奈良市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利
用者負担等に関する条例施行規則（平成27年奈良市規則第
11号）の一部を次のように改正する。
別表備考中第10項を第12項とし、同表備考第９項中「第
６項及び第７項」を「第８項及び第９項」に改め、同項を
同表備考第11項とし、同表備考中第８項を第10項とし、第
４項から第７項までを２項ずつ繰り下げ、第３項の次に次
の２項を加える。

４ この表における所得割の額の計算については、支
給認定保護者又は当該支給認定保護者と同一の世帯
に属する者が、前年度（４月分から８月分までの利
用者負担額の算定に当たっては前々年度）の１月１
日において、指定都市（地方自治法（昭和22年法律
第67号）第252条の19第１項の指定都市をいう。以
下この項において同じ。）の区域内に住所を有する
者であるときは、これらの者を同日における指定都
市以外の市町村の区域内に住所を有する者とみなし
て算定するものとする。
５ この表における所得割の額の計算については、支
給認定保護者又は当該支給認定保護者と同一の世帯
に属する者が地方税法第292条第１項第11号イ中「
夫と死別し、若しくは夫と離婚した後婚姻をしてい
ない者又は夫の生死の明らかでない者で政令で定め
るもの」とあるのを「婚姻によらないで母となつた
女子であつて、現に婚姻（届出をしていないが、事
実上婚姻関係と同様の事情にある場合を含む。）を
していないもの」と読み替えた場合に同号イに該当
する所得割の納税義務者又は同項第12号中「妻と死
別し、若しくは妻と離婚した後婚姻をしていない者
又は妻の生死の明らかでない者で政令で定めるも
の」とあるのを「婚姻によらないで父となつた男子
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であつて、現に婚姻（届出をしていないが、事実上
婚姻関係と同様の事情にある場合を含む。）をして
いないもの」と読み替えた場合に同号に該当する所
得割の納税義務者であるときは、同法第314条の２
第１項第８号に規定する額（その者が同法第292条
第１項第11号イ中「夫と死別し、若しくは夫と離婚
した後婚姻をしていない者又は夫の生死の明らかで
ない者で政令で定めるもの」とあるのを「婚姻によ
らないで母となつた女子であつて、現に婚姻（届出
をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にあ
る場合を含む。）をしていないもの」と読み替えた
場合に同法第314条の２第３項に該当する者である
ときは、同項に規定する額）に同法第314条の３第
１項に規定する率を乗じて得た額を控除するものと
する。
附 則

（施行期日）
１ この規則は、平成30年９月１日から施行する。
（経過措置）
２ この規則による改正後の奈良市特定教育・保育施設及
び特定地域型保育事業の利用者負担等に関する条例施行
規則別表の規定は、平成30年９月分以後の月分の利用者
負担額について適用し、同年８月分までの月分の利用者
負担額については、なお従前の例による。

（平成30年８月31日掲示済）
―――――――――――――――――――

大和都市計画事業（奈良国際文化観光都市建設事業）土
地区画整理事業保留地処分規則の一部を改正する規則をこ
こに公布する。
平成30年８月31日

奈良市長 仲 川 元 庸
奈良市規則第39号

大和都市計画事業（奈良国際文化観光都市建設事
業）土地区画整理事業保留地処分規則の一部を改正
する規則

大和都市計画事業（奈良国際文化観光都市建設事業）土
地区画整理事業保留地処分規則（平成元年奈良市規則第41
号）の一部を次のように改正する。
第32条ただし書中「市長が特にやむを得ない事情がある
と認めたときは」を「あらかじめ市長の承認を受けたとき
は」に改める。
別記第５号様式中「 年 月 日まで」を「
当該通知を受けた日から５日以内」に改める。
別記第６号様式を次のように改める。
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附 則
この規則は、公布の日から施行する。

（平成30年８月31日掲示済）

告 示
奈良市告示第488号
国税徴収法（昭和34年法律第147号）第54条の規定に基
づく差押調書（謄本）及び同法第131条に基づく配当計算
書（謄本）については、その送達を受けるべき者の住所等
が不明のため送達することができないので、地方税法（昭
和25年法律第226号）第20条の２第１項の規定により、次
のとおり公示送達します。
なお、この公示送達に係る関係書類は、財務部滞納整理
課で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があれば
いつでも交付します。
平成30年８月17日

奈良市長 仲 川 元 庸
１ 送達をすべき文書
差押調書（謄本）及び配当計算書（謄本）

２ 送達を受けるべき者
省略

（平成30年８月17日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市告示第489号
奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈良
市条例第23号）第９条の規定により自転車等放置禁止区域

内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管し
たので、同条例第10条第１項の規定により告示します。
平成30年８月17日

奈良市長 仲 川 元 庸
１ 移動理由

自転車等放置禁止区域に放置されていたため。
２ 移動年月日

平成30年８月17日
３ 移動対象区域

近鉄学園前駅周辺、近鉄富雄駅周辺、近鉄菖蒲池駅周
辺及び近鉄新大宮駅周辺自転車等放置禁止区域
４ 保管場所

奈良市大安寺西二丁目288番地の１
奈良市自転車等保管施設

５ 引取期間
告示日から60日間。ただし、奈良市の休日を定める条
例（平成元年奈良市条例第３号）第１条第１項に規定す
る市の休日（毎月の第２及び第４土曜日を除く。）を除
く。
６ 引取時間

午前９時から午後４時30分まで
７ 引取りのための必要事項
⑴ 印鑑、自転車等の鍵並びに住所及び氏名を確認でき
るもの（学生証・運転免許証・保険証等）をお持ちく
ださい。
⑵ 次のとおり移動及び保管に要した費用を徴収します。
ア 移動費 自転車 2,000円
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原動機付自転車 4,000円
イ 保管費 1,000円（ただし、移動日から14日以内

は無料）
８ 連絡先 奈良市市民生活部 交通政策課

電話0742－34－1111代表
（平成30年８月17日掲示済）

―――――――――――――――――――
奈良市告示第490号
国税徴収法（昭和34年法律第147号）第54条の規定に基
づく差押調書（謄本）については、その送達を受けるべき
者の住所等が不明のため送達することができないので、地
方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２第１項の規定
により、次のとおり公示送達します。
なお、この公示送達に係る関係書類は、財務部滞納整理
課で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があれば
いつでも交付します。
平成30年８月20日

奈良市長 仲 川 元 庸

１ 送達をすべき文書
差押調書（謄本）

２ 送達を受けるべき者
省略

（平成30年８月20日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市告示第491号
奈良市国民健康保険料督促状を郵送しましたが、その送
達を受けるべき者の住所等が不明のため送達することがで
きないので奈良市国民健康保険条例（昭和34年奈良市条例
第13号）第22条において準用する地方税法（昭和25年法律
第226号）第20条の２の規定により、次のとおり公示送達
します。
なお、この公示送達に係る関係書類は、奈良市福祉部国
保年金課で保管し、送達を受けるべき者から交付の申し出
があればいつでも交付します。
平成30年８月21日

奈良市長 仲 川 元 庸

― 5 ―

奈 良 市 公 報 第362号
平成30年９月18日
（火 曜 日）

１ この督促状の調定年度及び期別
調定年度 期 別

平成28年度国民健康保険料督促状 第３月期
平成29（27）年度国民健康保険料督促状 第10月期
平成29（28）年度国民健康保険料督促状 第６・11月期
平成29年度国民健康保険料督促状 第６・７・８・９・10・11・12・１・２・３月期
平成30（29）年度国民健康保険料督促状 第４月期
２ 送達を受けるべき者

省略
（平成30年８月21日掲示済）

―――――――――――――――――――
奈良市告示第492号
奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈良
市条例第23号）第９条の規定により自転車等放置禁止区域
内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管し
たので、同条例第10条第１項の規定により告示します。
平成30年８月21日

奈良市長 仲 川 元 庸
１ 移動理由
自転車等放置禁止区域に放置されていたため。

２ 移動年月日
平成30年８月21日

３ 移動対象区域
近鉄新大宮駅周辺及びＪＲ奈良駅周辺自転車等放置禁
止区域
以下省略

（平成30年８月21日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市告示第493号
介護保険法（平成９年法律第123号）第75条第２項、第
78条の５第２項及び第82条第２項の規定に基づき、指定居
宅サービス事業者、指定地域密着型サービス事業者及び指
定居宅介護支援事業者より廃止の届出がありましたので、
同法第78条第２号、第78条の11第２号及び第85条第２号の
規定により公示します。
平成30年８月22日

奈良市長 仲 川 元 庸
【居宅介護支援】

事業所番号
事業所 事業者 廃 止

年月日所在地 名称 法人所在地 法人名 法人番号

2970107682 奈良市南登美ヶ丘15番１号

パナソニックエ
イジフリーケア
センター奈良登
美ヶ丘・ケアマ
ネジメント

大阪府門真市大字
門真1048番地

パナソニック
エイジフリー株
式会社

5120001158234 平成30年
７月31日

2970101750 奈良市六条西一丁目12番76号
なら福祉介護ネ
ット

奈良市六条西一丁
目12番76号

特定非営利活動
法人なら福祉介
護ネット

4150005001082 平成30年
９月30日



（平成30年８月22日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市告示第494号
都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の規
定により、開発行為に関する工事が完了したことを次のと
おり公告します。
なお、当該開発区域を表示した図書は、奈良市都市整備
部開発指導課において一般の閲覧に供します。
平成30年８月23日

奈良市長 仲 川 元 庸
１ 許可の年月日及び番号
平成30年４月26日 奈良市指令整開 第18Ａ－１号

２ 検査済証の交付年月日及び番号
開発行為 平成30年８月23日 第1649号
公共施設 平成30年８月23日 第798号

３ 開発区域に含まれる地域
奈良市六条二丁目1017番及び1019番１

４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名
奈良市六条二丁目６番19号
井岡 和子

５ 公共施設の種類、位置及び区域
⑴ 付替里道
奈良市六条二丁目1019番１

⑵ 下水道
奈良市六条二丁目1019番１

（平成30年８月23日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市告示第495号
奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈良
市条例第23号）第９条の規定により自転車等放置禁止区域
内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管し
たので、同条例第10条第１項の規定により告示します。
平成30年８月23日

奈良市長 仲 川 元 庸
１ 移動理由

自転車等放置禁止区域に放置されていたため。
２ 移動年月日

平成30年８月23日
３ 移動対象区域

近鉄大和西大寺駅周辺、近鉄西ノ京駅周辺、近鉄平城
駅及び近鉄奈良駅周辺自転車等放置禁止区域
以下省略

（平成30年８月23日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市告示第496号
道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に
基づき、次のように道路の区域を変更します。
その関係図書は、公示の日から１箇月間、建設部土木管
理課において一般の縦覧に供します。
平成30年８月24日

奈良市長 仲 川 元 庸
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【地域密着型通所介護】

事業所番号
事業所 事業者 廃 止

年月日所在地 名称 法人所在地 法人名 法人番号

2970106163 奈良市富雄川西一丁目18番31号
だんらんの家富
雄

大阪府八尾市東山
本新町八丁目21－
２

株式会社いきい
きライフ 4122001024895 平成30年

８月31日

【訪問介護】

事業所番号
事業所 事業者 廃 止

年月日所在地 名称 法人所在地 法人名 法人番号

2970101750 奈良市六条西一丁目12番76号
なら福祉介護ネ
ット

奈良市六条西一丁
目12番76号

特定非営利活動
法人なら福祉介
護ネット

4150005001082 平成30年
９月30日

【通所介護】

事業所番号
事業所 事業者 廃 止

年月日所在地 名称 法人所在地 法人名 法人番号

2970107328 奈良市西九条二丁目４番地の３
リールデイサー
ビス西九条

奈良市大宮町六丁
目１番地の８新大
宮公健ビル６階

株式会社リール
ステージ 7150001008401 平成30年

８月31日

2970106221 奈良市あやめ池南二丁目２番16号

あすならハイツ
あやめ池デイサ
ービス

奈良県大和郡山市
宮堂町青木160番
７

社会福祉法人協
同福祉会 7150005002499 平成30年

８月31日



（平成30年８月24日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市告示第499号
平成30年９月３日奈良市議事堂に奈良市議会定例会を招
集します。
平成30年８月27日

奈良市長 仲 川 元 庸
（平成30年８月27日掲示済）

―――――――――――――――――――
奈良市告示第500号
入江泰𠮷旧居の指定管理者を公募しますので、奈良市公
の施設における指定管理者の指定の手続等に関する条例（
平成17年奈良市条例第85号）第２条の規定により次のとお
り告示します。
平成30年８月27日

奈良市長 仲 川 元 庸
１ 公の施設の所在地及び名称
奈良市水門町49番２
入江泰𠮷旧居

２ 指定管理者が行う業務の範囲
⑴ 入江泰𠮷旧居の事業の実施に関すること。
⑵ 入江泰𠮷旧居の使用承認及び使用制限に関すること。
⑶ 入江泰𠮷旧居の施設及び附属設備の維持管理に関す
ること。

⑷ その他市長が定めること。
３ 指定管理者の指定の期間

平成31年４月１日から平成36年３月31日まで
４ 指定申請の方法
⑴ 指定申請書等の配布及び提出場所

奈良市二条大路南一丁目１番１号
奈良市市民活動部 文化振興課

⑵ 申請期間
平成30年８月27日から平成30年９月26日まで

⑶ 提出書類
入江泰𠮷旧居指定管理者指定申請書に、次の書類を
副えて提出してください。
ア 入江泰𠮷旧居指定管理者事業計画書
イ 入江泰𠮷旧居指定管理者収支予算書
ウ 団体の定款、寄附行為の写し及び登記事項証明書
（法人以外の団体にあっては、会則その他これに類
する書類の写し及び代表者の住民票の写し）
エ 団体の前事業年度の事業報告書、収支計算書及び
貸借対照表その他活動の内容及び財務の状況がわか
る書類
オ 団体の現事業年度の事業計画書及び収支予算書そ
の他活動の内容及び財務の状況がわかる書類
カ 団体の役員名簿
キ 団体及びその代表者が平成29年度分の法人市町村
民税及び個人市町村民税の滞納がない旨の証明書
ク 共同体にあっては、指定管理者の指定の申請に係
る共同体結成に関する届出書及び共同体による指定
管理者の指定の申請の手続きにかかる委任状
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（火 曜 日）

路線名 区 間 変 更
前後別

幅 員
（ｍ）

延 長
（ｍ） 備 考

登美ヶ丘中町線 奈良市学園南一丁目998番３地先から
奈良市学園南三丁目963番158地先まで

前 7.95～14.41 285.7

後 18.0～21.5 285.7

（平成30年８月24日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市告示第497号
道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に
基づき、次のように道路の区域を変更します。

その関係図書は、公示の日から１箇月間、建設部土木管
理課において一般の縦覧に供します。
平成30年８月24日

奈良市長 仲 川 元 庸

路線名 区 間 変 更
前後別

幅 員
（ｍ）

延 長
（ｍ） 備 考

西部第429号線 奈良市学園南三丁目1080番１地先から
奈良市学園中一丁目1270番１地先まで

前 5.83～7.30 42.0

後 7.70～11.28 42.0

（平成30年８月24日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市告示第498号
道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に
基づき、次のように道路の供用を開始します。

その関係図書は、公示の日から１箇月間、建設部土木管
理課において一般の縦覧に供します。
平成30年8月24日

奈良市長 仲 川 元 庸

路線名 区 間 延長（ｍ)
幅員（ｍ) 備 考

西部第429号線 奈良市学園南三丁目1080番１
地先から

奈良市学園中一丁目1270番１
地先まで

Ｌ＝42.0
Ｗ＝7.70～11.28



ケ 業務の再委託を行わせる場合、暴力団又は暴力団
関係者を再委託先としない旨の誓約書

５ その他
その他の詳細は、入江泰𠮷旧居指定管理者募集要項に

よります。
６ 問合せ先

奈良市市民活動部 文化振興課
電話 0742－34－4942

（平成30年８月27日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市告示第501号
奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈良
市条例第23号）第９条の規定により自転車等放置禁止区域
内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管し
たので、同条例第10条第１項の規定により告示します。
平成30年８月27日

奈良市長 仲 川 元 庸
１ 移動理由
自転車等放置禁止区域に放置されていたため。

２ 移動年月日
平成30年８月27日

３ 移動対象区域
近鉄新大宮駅周辺及びＪＲ奈良駅周辺自転車等放置禁
止区域
以下省略

（平成30年８月27日掲示済）

―――――――――――――――――――
奈良市告示第502号
平成27年奈良市告示第210号（指定緊急避難場所及び指
定避難所の指定）の全部を次のように改正し、平成30年８
月28日から施行します。
平成30年８月28日

奈良市長 仲 川 元 庸
災害対策基本法（昭和36年法律第233号）第49条の４第
３項及び第49条の７第２項の規定により指定緊急避難場所
及び指定避難所を指定して告示します。
１ 指定緊急避難場所

別紙のとおり
２ 指定避難所

別紙のとおり
３ 指定年月日

平成30年８月28日
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（平成30年８月28日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市告示第503号
都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の規
定により、開発行為に関する工事が完了したことを次のと
おり公告します。
なお、当該開発区域を表示した図書は、奈良市都市整備
部開発指導課において一般の閲覧に供します。
平成30年８月28日

奈良市長 仲 川 元 庸
１ 許可の年月日及び番号
平成30年２月８日 奈良市指令整開 第17Ａ－46号
平成30年７月２日 奈良市指令整開

第17Ａ－46－１号
２ 検査済証の交付年月日及び番号
開発行為 平成30年８月28日 第1650号
公共施設 平成30年８月28日 第799号

３ 開発区域に含まれる地域
奈良市学園大和町五丁目724番１、724番２及び724番

３
４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

奈良市平松五丁目30番３－１号
リアルアセット株式会社 代表取締役 久保西 竜成
奈良市藤ノ木台四丁目６番20号
株式会社日本中央住販 代表取締役 谷手 善紀

５ 公共施設の種類、位置及び区域

⑴ 道路
奈良市学園大和町五丁目724番２の一部

⑵ 歩行者道路
奈良市学園大和町五丁目724番１、724番２の一部及
び724番３の一部
⑶ 調整池

奈良市学園大和町五丁目724番２の一部
（平成30年８月28日掲示済）

―――――――――――――――――――
奈良市告示第504号
都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の規
定により、開発行為に関する工事が完了したことを次のと
おり公告します。
なお、当該開発区域を表示した図書は、奈良市都市整備
部開発指導課において一般の閲覧に供します。
平成30年８月29日

奈良市長 仲 川 元 庸
１ 許可の年月日及び番号

平成28年10月25日 奈良市指令整開 第16Ａ－24号
平成29年10月16日 奈良市指令整開

第16Ａ－24－１号
平成30年５月14日 奈良市指令整開

第16Ａ－24－２号
２ 検査済証の交付年月日及び番号

開発行為 平成30年８月29日 第1651号
公共施設 平成30年８月29日 第800号
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３ 開発区域に含まれる地域
奈良市富雄元町三丁目2066番１、2066番４の一部、
2066番25の一部、2066番26及び2473番
４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

大阪市西区西本町一丁目４番１号
株式会社クリアジャパン 代表取締役 宮﨑 勲

５ 公共施設の種類、位置及び区域
⑴ 道路
奈良市富雄元町三丁目2066番１の一部

⑵ 下水道

奈良市富雄元町三丁目2066番１の一部
（平成30年８月29日掲示済）

―――――――――――――――――――
奈良市告示第505号
生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第１項の規
定により施術者の指定をしましたので、同法第55条の３の
規定により次のとおり告示します。
平成30年８月30日

奈良市長 仲 川 元 庸
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指定施術者の氏名
施術の種類 指定年月日

施術所の名称 施術所の所在地

大西 奉
あんま 平成30年８月１日

訪問マッサージ祥あん 奈良県奈良市東登美ヶ丘一丁目５番16
－１号

（平成30年８月30日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市告示第506号
生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第２項にお
いて準用する同法第50条の２の規定により施術者から事業

を廃止した旨の届出がありましたので、同法第55条の３の
規定により次のとおり告示します。
平成30年８月30日

奈良市長 仲 川 元 庸

指定施術者の氏名
廃止した施術の種類 廃止年月日

施術所の名称 施術所の所在地

井岡 久展
はり・きゅう 平成30年２月25日

山本鍼灸院 奈良県奈良市芝辻町11－43 シティー
ホームズ奈良111号

（平成30年８月30日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市告示第507号
土地区画整理法（昭和29年法律第119号）第58条第１項
の規定による大和都市計画事業（奈良国際文化観光都市建
設事業）近鉄西大寺駅南土地区画整理審議会委員の選挙期
日を平成30年12月２日と定めたので、土地区画整理法施行
令（昭和30年政令第47号）第19条の規定により公告します。
平成30年８月31日

奈良市長 仲 川 元 庸
（平成30年８月31日掲示済）

―――――――――――――――――――
奈良市告示第508号
地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律（
平成20年法律第40号）第12条第１項の規定により、歴史的
風致形成建造物を指定しましたので、次のとおり告示しま
す。
平成30年８月31日

奈良市長 仲 川 元 庸
１ 歴史的風致形成建造物の指定番号

第８号
２ 歴史的風致形成建造物の指定年月日

平成30年８月30日
３ 歴史的風致形成建造物の名称

満月
４ 歴史的風致形成建造物の概要

主屋（木造二階建、切妻造、平入、桟瓦葺）
土地（奈良市高御門町13番地２）

５ 歴史的風致形成建造物の所在地
奈良市高御門町13番地２

（平成30年８月31日掲示済）

監 査
奈良市監査委員告示第12号
地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第12項の規
定により、監査の結果に基づき措置を講じた旨の通知が
あったので、次のとおり公表します。
平成30年８月31日

奈良市監査委員 東 口 喜代一
同 中 本 勝
同 道 端 孝 治
同 三 橋 和 史

給排水課
監査結果公表日 平成30年４月２日

（奈良市監査委員告示第４号）
措置結果通知日 平成30年８月22日



（平成30年８月31日掲示済）

公 営 企 業
奈良市企業局告示第47号
平成26年奈良市企業局告示第３号（奈良市水道事業及び

下水道事業に係る公金の収納及び支払いの事務の一部を取
り扱わせる出納取扱金融機関並びに収納の一部を取り扱わ
せる収納取扱金融機関の指定）の一部を次のように改正し、
平成30年８月21日から施行する。
平成30年８月20日

奈良市公営企業管理者
池 田 修

「株式会社 中京銀行
第２項中 を「株式会社

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社」
中京銀行」に改める。

（平成30年８月20日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市企業局告示第48号
奈良市企業局指定給水装置工事事業者規程（平成10年奈
良市水道局管理規程第７号）第４条第１項の規定により奈
良市企業局指定給水装置工事事業者を指定したので、同規
程第10条の規定により次のとおり公示します。
平成30年８月24日

奈良市公営企業管理者
池 田 修
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【監査の結果】 【措置の内容】

汚水桝及び取付管工事の
関係書類を査閲した22件の
うち２件において、施工業
者から提出された工事写真
からは交通誘導員の実働が
確認できず、発注した工事
について、実施設計書どお
りに安全対策が講じられた
か判断できなかった。
工事の完了報告について、
発注内容の履行が確認でき
る写真を添付させるよう施
工業者を指導するとともに、
適正に検収されたい。

平成30年度から、汚水桝
及び取付管工事について、
交通誘導員が必要な工事に
おいては、工事施工業者が
安全対策を講じたことの確
認のため、工事完了報告に
ついて、現場写真や警備報
告書等の添付を徹底するよ
う指導するとともに、適正
な検収を行うよう改めまし
た。

名 称 代表者氏名 所 在 地 指 定 日

大島工房 大島 康男 大阪府堺市南区豊田561番地 平成30年８月17日

（平成30年８月24日掲示済）

教 育 委 員 会
奈良市教育委員会告示第18号
奈良市青少年野外活動センターの指定管理者を公募しま
すので､奈良市公の施設における指定管理者の指定の手続
等に関する条例（平成17年奈良市条例第85号）第２条の規
定により､次のとおり告示します｡
平成30年８月31日

奈良市教育委員会
教育長 中 室 雄 俊

１ 公の施設の所在地及び名称
奈良市阪原町25番地の１
奈良市青少年野外活動センター

２ 指定管理者が行う業務の範囲
⑴ 奈良市青少年野外活動センターの事業の実施に関す
ること。

⑵ 奈良市青少年野外活動センターの使用承認及び使用
制限に関すること。

⑶ 奈良市青少年野外活動センターの施設及び附属設備
の維持管理に関すること。

⑷ その他市長が定めること。
３ 指定予定期間

平成31年４月１日から平成36年３月31日まで
４ 指定申請の方法
⑴ 指定申請書等の配布及び提出場所

奈良市二条大路南一丁目１番１号
奈良市教育委員会事務局教育総務部生涯学習課

⑵ 申請期間
平成30年８月31日から平成30年９月28日まで

⑶ 提出書類
奈良市青少年野外活動センター指定管理者指定申請
書に､次の書類を添えて提出してください｡
ア 奈良市青少年野外活動センター指定管理者指定申
請書
イ 奈良市青少年野外活動センター指定管理者事業計
画書
ウ 奈良市青少年野外活動センター指定管理者収支予
算書
エ 団体の定款又は寄附行為の写し及び登記事項証明
書（法人以外の団体にあっては、会則その他これに
類する書類の写し及び代表者の住民票の写し）
オ 団体の前事業年度の事業報告書、収支計算書、貸
借対照表その他活動の内容及び財務の状況がわかる
書類
カ 団体の現事業年度の事業計画書、収支予算書その
他活動の内容及び財務の状況がわかる書類
キ 団体の役員名簿
ク 団体が平成29年度分の法人市町村民税の滞納がな
い旨の証明書
ケ 団体の代表者が平成29年度分の個人市町村民税の
滞納がない旨の証明書
コ 業務の再委託を行わせる場合、暴力団及び暴力団



関係者を再委託先としない旨の誓約書
サ 事業企画書
シ 共同体にあっては、指定管理者の指定の申請に係
る共同体結成に関する届出書及び共同体による指定
管理者の指定の申請の手続に係る委任状

５ その他
その他の詳細は、奈良市青少年野外活動センター指定

管理者募集要項によります。
６ 問い合わせ先

奈良市教育委員会事務局教育総務部生涯学習課
電話0742－34－5471

（平成30年８月31日掲示済）

選挙管理委員会
奈良市選挙管理委員会告示第16号
公職選挙法（昭和25年法律第100号）第22条第１項の規
定により平成30年９月１日現在の選挙人名簿の登録日を平
成30年９月３日に定めたので、公職選挙法施行令（昭和25
年政令第89号）第14条第１項の規定に基づき告示します。
平成30年８月21日

奈良市選挙管理委員会
委員長 西久保 武 志

（平成30年８月21日掲示済）

―15―

奈 良 市 公 報 第362号
平成30年９月18日
（火 曜 日）


